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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 16 条において準用する同法第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般社団法人

電池工業会（BAJ）及び一般財団法人日本規格協会（JSA）から，産業標準原案を添えて日本産業規格を改

正すべきとの申出があり，日本産業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が改正した日本産業規格であ

る。これによって，JIS C 8711:2013 は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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日本産業規格       JIS 
 C 8711：2019 
 

ポータブル機器用リチウム二次電池 

Secondary cells and batteries containing alkaline or other non-acid 

electrolytes-Secondary lithium cells and batteries for portable applications 

 
序文 

この規格は，2017 年に第 1 版として発行された IEC 61960-3 を基とし，技術的内容を変更して作成した

日本産業規格である。 

なお，この規格で側線又は点線の下線を施してある箇所は，対応国際規格を変更している事項である。

変更の一覧表にその説明を付けて，附属書 JA に示す。 

 

1 適用範囲 

この規格は，ポータブル機器用のリチウム二次単電池及びリチウム二次組電池（以下，リチウム二次電

池という。）について規定する。 

この規格の目的は，様々な製造業者が提供するリチウム二次電池の性能を評価するための一連の基準を，

使用者に示すことである。 

この規格において，ポータブル機器とは，手持形機器，可搬形機器及び可動形機器を指す。 

主なポータブル機器の例は，次のとおりである。 

a) 手持形機器：スマートフォン，タブレットコンピュータ，オーディオプレーヤ，ビデオプレーヤ又は

類似する機器 

b) 可搬形機器：ノートブックコンピュータ，CD プレーヤ又は類似する機器 

c) 可動形機器：次のいずれかの機器 

・ 質量が 18 kg 以下であって，特定の場所に固定されていない機器 

・ 意図した用途に用いるために一般人が移動することを容易にする車輪，キャスタ又は類似する手段

をもつ機器 

・ 電動工具，電動アシスト自転車，業務用ビデオカメラ又は類似する機器 

注記 1 用いる組電池の公称電圧が，危険電圧である直流 60 V 以上の全ての機器は除外される。 

注記 2 電力量が 500 Wh を超える組電池を用いた，EESS（電力貯蔵システム）及び UPS は除外され

る。 

注記 3 自走式車両は除外される。 

この規格は，必要最低限の性能，並びに試験及び使用者への試験結果の報告に用いる標準化した方法を

規定する。これによって，使用者は，明示された仕様によって，用途に応じて最も適切なリチウム二次電

池を選択することができる。 

最終消費者は，この規格及び他の関連する安全規格の要求事項を全て満足する組電池だけ取り扱うこと

ができる。 


